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提出書類及び作成要領提出書類及び作成要領提出書類及び作成要領提出書類及び作成要領    
 

１．提出書類１．提出書類１．提出書類１．提出書類    
 

１）入札参加表明・入札参加資格審査申請時の提出書類１）入札参加表明・入札参加資格審査申請時の提出書類１）入札参加表明・入札参加資格審査申請時の提出書類１）入札参加表明・入札参加資格審査申請時の提出書類    

 入札参加表明書等は、1部提出すること。 

① 入札参加表明書【様式 2】 

② 委任状【様式 3】 

③ 入札参加資格審査申請書【様式 4】 

④ グループ構成員表【様式 5】 

⑤ 競争参加資格に係る等級決定通知書の写し 

⑥ 事業実施体制【様式 6】 

⑦ 設計実績【様式 7】 

⑧ 建設工事の施工実績【様式 8】 

⑨ 維持管理業務実績【様式 9】 

 

２）入札辞退時の提出書類２）入札辞退時の提出書類２）入札辞退時の提出書類２）入札辞退時の提出書類    

入札辞退届【様式 10】 

 

３）入札時の提出書類３）入札時の提出書類３）入札時の提出書類３）入札時の提出書類    

入札時に提出する入札提出書類及び提出部数は、以下のとおりである。 

 

（１）入札提出書類の提出届【様式 11】 ＜1 部＞ 

委任状【様式 12】 ＜1部＞  

 

（２）入札書【様式 13】 ＜1部＞ 

 

（３）業務要求水準書に関する確認書【様式 14】 ＜1部＞ 

 

（４）事業計画に係る提案書 ＜16 部＞ 

① 事業計画提案書表紙【様式 15】 

② 事業スケジュール【様式 16】 

③ 資金調達計画【様式 17】 

④ 長期収支計画【様式 18】 

⑤ 算出根拠（長期収支計画）【様式 19】 

⑥ リスクへの対応に対する提案【様式 20】 

 

（５）施設整備計画に係る提案書 ＜16 部＞ 

① 施設整備計画提案書表紙【様式 21】 

② 施設計画・機能性に対する提案【様式 22】 

③ 都市環境及び景観に配慮したデザイン性、周辺環境保全性に対する提案【様式 23】 
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④ 周辺環境配慮に対する提案【様式 24】 

⑤ 環境保全性（環境負荷低減性）に対する提案【様式 25】 

⑥ 機能性・快適性に対する提案【様式 26】 

⑦ 経済性に対する提案【様式 27】 

⑧ 施設計画に対する提案【様式 28】 

⑨ 施工品質の確保に対する提案【様式 29】 

⑩ 施工計画に対する提案【様式 30】 

⑪ 余剰地の創出に対する提案【様式 31】 

 

（６）施設整備計画に係る提案書（図面集） ＜16 部＞ 

① 施設整備計画提案書（図面集）表紙【様式 32】 

② 計画概要【様式 33】 

③ 配置計画（１／５００）【様式 34】 

④ 透視図【様式 35】 

⑤ 平面図（１／５００）【様式 36】 

⑥ 立面図（１／５００）【様式 37】 

⑦ 断面図（１／５００）【様式 38】 

⑧ 各住戸平面図（１／１００）【様式 39】 

⑨ 外溝・緑地計画（１／５００）【様式 40】 

⑩ 面積表【様式 41】 

⑪ 仕上表【様式 42】 

⑫ 日影図【様式 43】 

 

（７）維持管理計画に係る提案書 ＜16 部＞ 

① 維持管理計画提案書表紙【様式 44】 

② 維持管理業務（一般管理業務）実施体制及び業務内容の妥当性に対する提案【様式 45】 

③ 保守点検業務実施体制及び業務内容の妥当性に対する提案【様式 46】 

 

（８）附帯的事業に係る提案書 ＜16部＞ 

① 附帯的事業提案書表紙【様式 47】 

② 附帯的事業に係る長期収支計画【様式 48】 

③ 算出根拠（附帯的事業に係る長期収支計画）【様式 49】 

④ 事業計画に対する提案①【様式 50】 

⑤ 事業計画に対する提案②【様式 51】 

⑥ 事業規模に対する提案【様式 52】 

 

（９）有価証券報告書等 ＜1部＞ 

・入札参加企業、入札参加グループの構成員及び協力会社は、会社概要を提出すること（パン

フレット等の使用も可能）。 
・入札参加企業及び入札参加グループの構成員は、直近３期分の有価証券報告書の写し（有

価証券報告書を作成していない場合は計算書類等でも可）を提出すること。 
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２．作成要領２．作成要領２．作成要領２．作成要領    
 

１）入札参加表明・入札参加資格審査申請時の提出書類１）入札参加表明・入札参加資格審査申請時の提出書類１）入札参加表明・入札参加資格審査申請時の提出書類１）入札参加表明・入札参加資格審査申請時の提出書類    

設計実績、建設工事の施工実績、維持管理業務実績は、次に従い作成すること。 

・ 入札説明書「４．－（１）－３）－②（イ）、③－（エ）、④－（イ）」に掲げる資格がある

ことを判断できる実績（民間工事に係るものでも可。また、維持管理業務実績としては、マ

ンション、社宅、独身寮等の実績で可。）は、様式 7～様式 9に記載すること。 

・ 上記実績として記載した業務の内容が確認できる契約書、設計図書、工事施工図書、維持管

理業務仕様書等の写しを添付すること。 

 

２）入札時の提出書類２）入札時の提出書類２）入札時の提出書類２）入札時の提出書類    

（１）一般的事項 

・ 入札提出書類については、各書類の右下所定の欄に、国より送付された入札参加資格確認通

知書に記載の登録受付番号を記載し、社名やグループ名等の提出者を特定できるような表示

は付さない（入札提出書類の提出届（様式 11）、委任状（様式 12）、入札書（様式 13）及び

業務要求水準書に関する確認書（様式 14）を除く）。 

・ 以下の（４）～（８）については、それぞれ 1 分冊（製本 1 部、バインダー綴各 15 部）と

し、各書類の右上等所定の欄に通し番号（1/16～16/16）を記載すること（製本分は 1/16 と

する）。また、背表紙にも提案書名、通し番号、登録受付番号を記載すること。 

（４）事業計画に係る提案書 

（５）施設整備計画に係る提案書    …1 分冊につき最大 14 枚まで 

（６）施設整備計画に係る提案書（図面集） 

（７）維持管理計画に係る提案書    …1 分冊につき最大 3枚まで 

（８）附帯的事業に係る提案書     …1 分冊につき最大 8枚まで 

・ 入札提出書類の作成にあたっては、見やすさに配慮し、図表等を適宜活用して分かりやすい

表現とすること。 

・ 使用する用紙は、Ａ４片面（図面集はＡ３片面）とし、上下左右に 15ｍｍ以上の余白を設け

ること。 

 

（２）事業計画に係る提案書 

様式 15 の提案書表紙を付け、Ａ４縦長左横綴じにより提出する。なお、長期収支計画（様

式 18）及び算出根拠（長期収支計画）（様式 19）は、Microsoft Excel を使用して作成し、そ

の情報が保存されている 3.5 インチフロッピーディスクを提出すること。なお、当該フロッピ

ーディスクには、登録受付番号、保存されている書類名称及び様式番号を明記すること。 

 

① 事業スケジュール 

様式 16 に従い、入札説明書のスケジュールを踏まえ、事業契約締結から維持管理期間終了

までの具体的なスケジュールを記載する。 

② 資金調達計画 

様式 17に従い作成する。 

③ 長期収支計画 
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本事業遂行のためにＳＰＣを設立するものとして、次の点に留意し、様式 18 に従い作成す

る。 

○  本事業に関する部分の長期収支計画として、損益計算書及びキャッシュフロー表を作成す

る。 

○ 維持管理業務費は様式 19 で積算した金額と整合させる。なお、消費税及び物価変動率を

除いた金額を記入する。 

○  各年度は 4月から翌年 3月までとする。 

○  他の様式の記載事項と関連のある数値については整合させる。 

④ 算出根拠 

様式 19に従い、売上高、支出等については次の点に留意し作成する。 

○  長期収支計画表の前提となる売上高の金額、算定根拠を作成する。 

○  金額は事業期間全体の額を記入する。なお、消費税及び物価変動率を除いた金額を記入す

る。 

○  設定条件は算定した金額の根拠（例：人件費単価○円×数量×年数 等）を記入する。 

○  他の様式の記載事項と関連のある数値については整合させる。 

⑤ リスクへの対応に対する提案 

様式 20 に従い、事業契約書案を踏まえ想定されるリスクに対する対応策について、具体的

な考え方を記述すること。 

 
（３）施設整備に係る提案書 

様式 21の提案書表紙を付け、Ａ４縦長左横綴じにより提出する。 

① 施設計画・機能性に対する提案  

様式 22に従い、施設計画・機能性について記述すること。 

② 都市環境及び景観に配慮したデザイン性、周辺環境保全性に対する提案 

様式 23 に従い、昼間及び夜間における都市景観への配慮、配置計画、緑化等について、具

体的な考え方を記述すること。 

③ 周辺環境配慮に対する提案 

様式 24に従い、日照阻害、テレビ電波障害等周辺に与える影響の低減について、具体的な考

え方を記述すること。 

④ 環境保全性（環境負荷低減性）に対する提案 

様式 25 に従い、最低限の要求水準への対応方法及びその他の提案について具体的な考え方

を記述すること。 

⑤ 機能性・快適性に対する提案 

様式 26 に従い最低限の要求水準への対応方法及びその他の提案について、具体的な考え方

を記入のこと。 

⑥ 経済性に対する提案 

様式 27に従い、以下の点について記述すること。 

＜耐用性（フレキシビリティ）＞ 

軽微な居住形態の変更や部分的な室用途の変更等の容易性について、具体的な考え方を記述

すること。 

＜保全性＞ 
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共用の給配水管及びガス管の補修並びに更新に係る容易性・経済性について、具体的な考え

方を記述すること。 

⑦ 施設計画に対する提案 

様式 28に従い、施設計画について、具体的な考え方を記述すること。 

⑧ 施工品質の確保に対する提案 

様式 29に従い、品質保証の方法について、具体的な考え方を記述すること。 

⑨ 施工計画に対する提案 

様式 30に従い、施工計画について、具体的な考え方を記述すること。 

⑩ 余剰地の創出に対する提案 

様式 31 に従い、国有財産の有効利用の観点から、余剰地の位置、形状、面積及び当該余剰

地の処分方法（売却又は貸付）について、具体的な考え方を記述すること。 

  

（４）施設整備計画に係る提案書（図面集） 

様式 32の提案書表紙を付け、Ａ３横長左横綴じにより提出する。 

① 計画概要 

様式 33により作成すること。 

② 配置計画（１／５００） 

様式 34により（スケール１／５００）で作成すること。 

③ 透視図 

様式 35により作成すること。 

④ 平面図（１／５００）  

様式 36により（スケール１／５００）で作成すること。 

⑤ 立面図（１／５００）  

様式 37により（スケール１／５００）で作成すること。 

⑥ 断面図（１／５００）  

様式 38により（スケール１／５００）で作成すること。 

⑦ 各住戸平面図（１／１００）  

様式 39により（スケール１／１００）で作成すること。 

⑧ 外溝・緑地計画（１／５００）  

様式 40により（スケール１／５００）で作成すること。 

⑨ 面積表 

様式 41により作成すること。 

⑩ 仕上表 

様式 42により作成すること。 

⑪ 日影図 

様式 43により作成すること。 

  
（５）維持管理計画に係る提案書 

様式 44の提案書表紙を付け、Ａ４縦長左横綴じにより提出する。 

 ① 維持管理業務（一般管理業務）実施体制及び業務内容の妥当性に対する提案 

様式 45に従い作成すること。 
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② 保守点検業務実施体制及び業務内容の妥当性に対する提案 

様式 46に従い、具体的に記述すること。 

 
（６）附帯的事業に係る提案書 

様式 47 の提案書表紙を付け、Ａ４縦長左横綴じにより提出する。なお、附帯的事業に係る

長期収支計画（様式 48）及び算出根拠（附帯的事業に係る長期収支計画）（様式 49）は、Microsoft 

Excel を使用して作成し、その情報が保存されている 3.5 インチフロッピーディスクを提出す

ること。なお、当該フロッピーディスクには、登録受付番号、保存されている書類名称及び様

式番号を明記すること。 

① 附帯的事業に係る長期収支計画 

様式 48に従い、具体的に記述すること。 

② 算出根拠（附帯的事業に係る長期収支計画） 

様式 49に従い、具体的に記述すること。 

③ 事業計画に対する提案① 

様式 50に従い、具体的に記述すること。 

④ 事業計画に対する提案② 

様式 51に従い、具体的に記述すること。 

⑤ 事業規模に対する提案 
様式 52に従い、具体的に記述すること。 
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【様式1】 入札説明書等に対する質問書 
平成 14 年  月  日 

 

「公務員宿舎赤羽住宅（仮称）整備事業入札説明書等」について、以下のとおり質問を提出します。 

 

企業名  

部署  

質問者氏名  

住所  

電話  ＦＡＸ  
連 絡
先 

電子メール  

資料名 例．入札説明書 or 契約書（案） or 様式集 ･･･ 

質問項目（タイト

ル） 
 

上記資料における 
対応部分 

該当頁 ：  頁 

該当箇所：  行目～  行目 

質問内容 

 

※：質問事項は一問につき本様式を一枚使用のこと。 
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「入札説明書等に対する質問書（様式１）」提出要領 

  

１．質問の方法 

質問内容を簡潔にまとめ、質問書（様式１）に記入し提出すること。 

 

２．提出方法 

次のいずれかの方法により提出すること。 

① フロッピー（印刷物を添付）により持参又は郵送（受付期間内に到達すること）。 

② ファックスによる場合は、着信を確認するとともに、速やかにフロッピーを持参又は郵送すること

（受付期間内に到達すること）。 

③ 電子メールの場合は、質問書（様式１）を添付ファイルとし、着信を確認すること。 

 

いずれの場合も、文書（質問書を含む）は、Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ ｗｏｒｄにより作成し、質問書（様

式１）の連絡先欄に回答を受ける担当窓口の部署、氏名、電話及びＦＡＸ番号、電子メールアドレスを必

ず記載すること。なお、提出されたフロッピーは返却しない。 

 

<宛先> 

関東財務局 管財第１部 宿舎総括課 担当：熊井 

〒330－9716 埼玉県さいたま市上落合２－１１ 

さいたま新都心合同庁舎１号館１８階 

電話 048－600－1205 

ファックス 048－600－1233 

Ｅメール（宛先：syukusya-pfi@kt.lfb-mof.go.jp） 

入札説明書「４－（３）－１）－⑤」に示す受付期間内に未着の場合は、質問がなかったものと

みなす。 
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【様式2】 入札参加表明書 
 

平成 14 年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

関東財務局総務部次長 殿 

 

代表企業 商号又は名称：           

 所在地   ：           

 代表者名印 ：           印 

 

 平成 14 年 6 月 28 日に公告された「公務員宿舎赤羽住宅（仮称）整備事業」の競争入札に、以下の構成員・

協力会社からなる          グループ※１として参加することを、委任状を添えて表明します。 

 なお、以下のどの構成員・協力会社も他のグループの構成員・協力会社として「公務員宿舎赤羽住宅（仮称）

整備事業」の競争入札に参加しないことを誓約します。 

 

グループ構成員 

役割※２ 商号又は名称 所在地 代表者名 
委任状
※３ 

代表企業   印  

設計担当企業   印  

建設担当企業   印  

維持管理担当企

業 
  印  

工事監理担当企

業 
  印  

   印  

計  社 

 

協力会社 

役割※２ 商号又は名称 所在地 代表者名 
委任状
※３ 

設計担当企業   印  

維持管理担当企

業 
  印  

   印  

計  社 

※１：グループ名は代表企業名を用いること（例．代表企業「○○建設」→「○○建設グループ」）。 

※２：１社が複数の役割を有する場合は重複して記入すること。 

※３：委任状の添付は必須とし確認のため○印を記入すること。 
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【様式3】 委任状 
平成 14 年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

関東財務局総務部次長 殿 

 

■構成員 

商号又は名称  

所在地  

代表者名 印 
 
■構成員 

商号又は名称  

所在地  

代表者名 印 
 
■構成員 

商号又は名称  

所在地  

代表者名 印 
 
■構成員 

商号又は名称  

所在地  

代表者名 印 

 

 私は、下記の代表企業を代理人と定め、平成 14 年 6 月 28 日に公告された「公務員宿舎赤羽住宅（仮称）整

備事業」の競争入札に係る次の権限を委任します。 
 
＜委任事項＞ 

１．上記事業に関する入札への参加表明について 

２．上記事業に関する入札への参加資格審査申請について 

３．上記事業に関する入札辞退について 

４．上記事業に関する入札及び提案について 

５．復代理人の選任について 

 

■代表企業 

商号又は名称  

所在地  

代表者名 印 

 

※：記入欄が不足する場合は２枚目以降に記入すること。 

 枚目／ 枚中 
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【様式4】 入札参加資格審査申請書 
 

平成 14 年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

関東財務局総務部次長 殿 

 

代表企業 商号又は名称：           

 所在地   ：           

 代表者名印 ：           印 

 

 平成 14 年 6 月 28 日に公告された「公務員宿舎赤羽住宅（仮称）整備事業」の競争入札参加資格の審査を下

記の書類を添えて申請します。 

 なお、入札説明書「４．－（１）－２）－①～⑦」に掲げられている事項及び「４．－（１）－３）－①」

に掲げられている事項を満たしていること、並びに、この申請書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と

相違ないことを誓約します。 

 

＜添付書類＞ 

１．グループ構成員表【様式５】（入札参加グループの場合） 

２．設計に当る者が、平成 13・14 年度財務省関東地区競争参加資格審査において、業種区分が「建築士事

務所」の「Ａ」等級に格付けされているものであることを証する書類 

３．業務実施体制【様式６】 

４．設計実績【様式７】 

５．建設に当る者が１者の場合は、平成 13・14 年度財務省関東地区競争参加資格審査において、業種区分

が「建築一式工事」の「Ａ」等級に格付けされている者であり財務省関東財務局の付与数値が 1500

点以上ある者（経常建設共同企業体及び事業協同組合を含む）であることを証する書類 

建設に当る者が２者または３者の場合は、同業種区分が「建築一式工事」の「Ａ」等級に格付けされ

ている者であり、内１者は財務省関東財務局の付与数値が 1400 点以上ある者であることを証する書類 

６．建設工事の施工実績【様式８】 

７．維持管理に当る者が、平成 13・14・15 年度一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統一）審査におい

て、資格の種類が「役務の提供等」、競争参加地域が「関東・甲信越」、営業品目が「建物管理等各種

保守管理」の「Ａ」、「Ｂ」または「Ｃ」等級に格付けされているものであることを証する書類 

８．維持管理業務実績【様式９】 
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【様式5】 グループ構成員表 
 

■代表企業 

商号又は名称  

所在地  

代表者名  

所属  

住所  

電話  ＦＡＸ  

担 当
者 

電子メール  

 

■設計担当企業 

商号又は名称  

所在地  

代表者名  

所属  

住所  

電話  ＦＡＸ  

担
当
者 

電子メール  

 

■建設担当企業 

商号又は名称  

所在地  

代表者名  

所属  

住所  

電話  ＦＡＸ  

担
当
者 

電子メール  

 

■維持管理担当企業 

商号又は名称  

所在地  

代表者名  

所属  

住所  

電話  ＦＡＸ  

担
当
者 

電子メール  

※：記入欄が不足する場合は２枚目以降に記入すること。 

 枚目／ 枚中 
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【様式6】 事業実施体制 
 

グループ構成員・協力会社・設立する特別目的会社・金融機関等・財務省関東財務局等々、本事業に関係

する各主体それぞれの役割や相互関係が把握できるように事業実施体制を記入のこと。 

 

※：原則として本様式を一枚使用のこと。 
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【様式7】 設計実績 
 

 平成 4年以降の設計実績（平成 4年以降に完了したものに限る）を記入すること。なお、設計実績は民間工事に係るものでも可とする。 

 

企業名 建物名 発注機関名 場所 構造 用途 規模 完了年月 

    
造 

階 

 棟 

戸 

延   ㎡ 

0000.00 

    
造 

階 

 棟 

戸 

延   ㎡ 

0000.00 

    
造 

階 

 棟 

戸 

延   ㎡ 

0000.00 

    
造 

階 

 棟 

戸 

延   ㎡ 

0000.00 

    
造 

階 

 棟 

戸 

延   ㎡ 

0000.00 

※１：実績を証明できる資料（契約書の写し等）を添付すること。 

※２：原則として本様式を一枚使用のこと。 
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【様式8】 建設工事の施工実績 
 

 平成 4年以降の建設実績（平成 4年以降に工事が完成し引渡しが済んでいるものに限る）を記入すること。なお、施工実績は民間工事に係るものでも可とする。 

企業名 建物名 発注機関名 場所 構造 用途 規模 契約金額 時期 受注形態 

    

造 

階 

 
棟 

戸 

延   ㎡ 

千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

単体 

・ 

企業体 

（  %） 

    

造 

階 

 
棟 

戸 

延   ㎡ 

千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

単体 

・ 

企業体 

（  %） 

    

造 

階 

 
棟 

戸 

延   ㎡ 

千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

単体 

・ 

企業体 

（  %） 

    

造 

階 

 
棟 

戸 

延   ㎡ 

千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

単体 

・ 

企業体 

（  %） 

    

造 

階 

 
棟 

戸 

延   ㎡ 

千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

単体 

・ 

企業体 

（  %） 

※１：実績を証明できる資料（契約書の写し及び工事施工の概要が分かるもの）を添付すること。 

※２：なお、共同企業体で施工したものを実績として記入する場合は、共同企業体の協定書の写しも添付すること。 

※３：原則として本様式を一枚使用のこと。 
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【様式9】 維持管理業務実績 
 

 平成 4年以降の維持管理業務実績（平成 4年以降に完了又は継続中のものに限る）を記入すること。なお、維持管理業務実績は民間住宅（マンション、社宅、独身

寮等）の維持管理でも可とする。 

 

企業名 建物名 発注機関名 場所 用途 規模 契約金額 時期 

     
棟 

戸 
千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

     
棟 

戸 
千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

     
棟 

戸 
千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

     
棟 

戸 
千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

     
棟 

戸 
千円 

0000.00.00 

～ 

0000.00.00 

※１：実績を証明できる資料（契約書の写し、仕様書等の写し）を添付すること。 

※２：原則として本様式を一枚使用のこと。 
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【様式10】 入札辞退届 
 

平成 14 年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

関東財務局総務部次長 殿 

 

代表企業 商号又は名称：           

 所在地   ：           

 代 表 者 名 印  ：     

印 

 

 平成 14年 6 月 28 日に公告された「公務員宿舎赤羽住宅（仮称）整備事業」の競争入札に、以下の構成員か

らなる          グループ※１として参加することを、委任状を添えて表明しましたが、辞退しま

す。 

 

グループ構成員 

役割※２ 商号又は名称 所在地 代表者名 

代表企業   印 

設計担当企業   印 

建設担当企業   印 

維持管理担当企

業 
  印 

工事監理担当企

業 
  印 

   印 

計  社 

 

協力会社 

役割※２ 商号又は名称 所在地 代表者名 

設計担当企業   印 

維持管理担当企業   印 

   印 

計  社 

 

※１：グループ名は代表企業名を用いること（例．代表企業「○○建設」→「○○建設グループ」）。 

※２：１社が複数の役割を有する場合は重複して記入すること。 
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【様式11】 入札提出書類の提出届 
 

平成 14 年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

関東財務局総務部次長 殿 

 

代表企業 商号又は名称：           

 所在地   ：           

 代表者名印 ：           印 

 

 平成 14年 6 月 28 日に公告された「公務員宿舎赤羽住宅（仮称）整備事業」の競争入札に対する入札提出書

類を提出します。 

 

グループ

名 
          グループ 

※：グループ名は代表企業名を用いること（例．代表企業「○○建設」→「○○建設グループ」）。 

 

■代表企業 

所属  

住所  

電話  ＦＡＸ  

担
当
者 

電子メール  
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【様式12】 委任状 
 

平成 14 年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

関東財務局総務部次長 殿 

 

代表企業 商号又は名称：           

 所在地   ：           

 代表者名印 ：           印 

 

 私は、下記の者を代理人と定め、平成 14年 6月 28 日に公告された「公務員宿舎赤羽住宅（仮称）整備事業」

の競争入札に関する入札ならびに見積の権限を委任します。 

 

■受任者 

住所  

氏名  

 

受任者自署  受任者使用印鑑  
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【様式13】 入札書 
 

平成 14 年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

関東財務局総務部次長 殿 

 

代表企業 商号又は名称：           

 所在地   ：           

 代表者名印 ：           印 

 代理人（自筆） ：           印 

 

 入札説明書等を承諾のうえ、入札します。 

 

事業名 公務員宿舎赤羽住宅（仮称）整備事業 

 

金額 円（税抜き） 
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【様式14】 業務要求水準書に関する確認書 
 

平成 14 年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

関東財務局総務部次長 殿 

 

 平成 14年 6 月 28 日に公告された「公務員宿舎赤羽住宅（仮称）整備事業」の競争入札に対する本入札提出

書類の一式は、入札説明書に別添された「公務員宿舎赤羽住宅（仮称）の設計及び建設に関する要求水準書」

及び「公務員宿舎赤羽住宅（仮称）の維持管理業務に関する要求水準書」に規定された業務要求水準と同等ま

たはそれ以上の水準であることを誓約します。 

 

■代表企業 

商号又は名称  

所在地  

代表者名 印 
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通し番号   ／１６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． 事業計画に係る提案書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【様式15】 事業計画提案書表紙 
 

 

登録受付番号  
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通し番号   ／１６ 

【様式16】 事業スケジュール 
 

入札説明書の事業スケジュールを踏まえ、事業契約締結から維持管理期間終了（平成 24 年 3 月末）までの

具体的なスケジュールを記入のこと。 

 

※：原則として本様式を一枚使用のこと。 登録受付番号  



 24

 

通し番号   ／１６ 

【様式17】 資金調達計画 
 

種

類 

金額 

（千円） 

事業費内訳 

（千円） 
備考 

資本金       
 

 

借入金       
 

 

事
業
費
総
額 

      

その他       
 

 

 

種

類 

金額 

（千円） 

出資内訳 

（千円） 
備考 

出資企業 ① 

（    ） 
       

出資企業 ② 

（    ） 
       

資
本
金 

      

出資企業 ③ 

（    ） 
       

 

種

類 

金額 

（千円） 

借入内訳 

（千円） 
金利 

返済方法 

返済期間 
備考 

金融機関 ① 

（    ） 
      

固定・変動 

  ％/年 
  

金融機関 ② 

（    ） 
      

固定・変動 

  ％/年 
  

借
入
金 

      

金融機関 ③ 

（    ） 
      

固定・変動 

  ％/年 
  

 

種

類 

金額 

（千円） 
備考 

そ

の

他 

       

※１：記入欄が不足する場合は２枚目以降に記入すること。 

※２：「備考」には交渉状況・金利の見直し時期・その他の条件等について記入のこと。 

※３：金融機関等の関心表明書等がある場合には写しを添付のこと。 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  
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通し番号   ／１６ 

【様式18】 長期収支計画 
■損益計算書（単位：千円）
年度 計 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
営業損益
営業収入
国から支払われる対価
設計及び建設に係る対価
維持管理業務に係る対価
附帯的事業等に係る収入

営業費用
本事業に係る費用
設計及び建設に係る費用
維持管理業務に係る費用
附帯的事業等に係る費用

営業外損益
営業外収入

営業外費用

経常損益
課税対象額
法人税等

当期損益
累積損益
※国から支払われる対価の合計（■）が入札価格と一致していること。  

■資金計画（単位：千円）
年度 計 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
資金調達
当期利益（税引後）
割賦原価
出資金
借入金
その他

資金需要
当期損失（税引後）
投資
設計費
建設費
その他

借入金返済
その他

税引前資金残高
法定準備金
法定準備金清算
内部留保金清算
配当
当期未処分金（内部留保金）  
■残高・評価指標
年度 計 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
残 高
借入金残高
割賦元本残高
法定準備金残高
内部留保金残高

評価指標
ＤＳＣＲ（各年）
ＬＬＣＲ  

※１：本事業遂行のため SPC を設立するものとして記入し、別紙で算出根拠を示すもの以外、可能な範囲で詳細に記入し、項

目の追加・削除・変更、附帯的事業に関する平成 23 年度以降の提案は適宜行うこと。 

※２：各年度は４月から翌３月までとし、消費税及び物価変動を考慮しない金額を記入する。 

※３：原則として一枚に記載すること（A3 綴じ込みとしても可）。 

※４：本様式は、Microsoft Excel を使用して作成し、その情報が保存されている 3.5 インチフロッピーディスクを提出する

こと。 

登録受付番号  
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通し番号   ／１６ 

【様式19】 算出根拠（長期収支計画） 
 

項目 見積金額（収入金額） 算出根拠 支出の前提条件 備考
国から支払われる対価＝入札価格 円
設計及び建設に係る対価 円
設計費 円
建設費 円
工事監理料 円
近隣対応・対策費 円
電波障害調査・対策費 円
公務員宿舎建設に伴う各種申請等の業務に係る費用 円
その他費用 円
特別目的会社設立費用 円
公租公課 円
融資組成手数料 円
各種調査費用 円
その他 円
支払利息 円
維持管理業務に係る対価（維持管理期間の合計） 円
維持管理業務（一般管理）に係る費用 円
昇降機保守点検業務に係る費用 円
消防用設備等保守点検業務に係る費用 円
給水設備保守点検業務に係る費用 円
自家用工作物を設置する場合の当該施設保守点検業務に係る費用 円

附帯的事業関連 円
円  

※１：可能な範囲で詳細に記入し、項目の追加・削除・変更は適宜行うこと。 

※２：「算出根拠」には、算出した金額の根拠（例．人件費単価○円×数量 等）を記入し、「収支の前提条件」には、収支計

画の前提条件（事業計画を作成するにあたっての収入・支出の考え方など）を記入すること。 

※３：本様式は、Microsoft Excel を使用して作成し、その情報が保存されている 3.5 インチフロッピーディスクを提出する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  
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通し番号   ／１６ 

【様式20】 リスクへの対応に対する提案 
 

事業契約書案を踏まえたリスク管理・対応策について、具体的な考え方を記入のこと。 

 

※：原則として本様式を一枚使用のこと。 登録受付番号  
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通し番号   ／１６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 施設整備計画に係る提案書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【様式21】 施設整備計画提案書表紙 
 

 

 

 

登録受付番号  
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通し番号   ／１６ 

【様式22】 施設計画・機能性に対する提案 
 

建設予定地における利用容積率 

（余剰地として提案される部分を除いた敷地の利用可能最大容積に、選定事業及び公

務員宿舎との合築による附帯的事業に供する容積の占める割合） 
使用容積

率 

     ％ 

ｃタイプ 
専有面積：     ㎡ 

戸数  ：     戸 
住戸数 

ｄタイプ 
専有面積：     ㎡ 

戸数  ：     戸 

平面駐車場 ・ 自走式立体駐車場 

駐車場 
一台当たり面積：     ㎡ 

台数     ：     台（住戸数の   ％） 

駐輪場 台数     ：     台（各住戸   台） 

施設計

画 

集会場      ㎡ 

日照時間４時間以上の住戸数 

機能性 日照条件 
     ％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登録受付番号  



 30

 

通し番号   ／１６ 

【様式23】 都市環境及び景観に配慮したデザイン性、周辺環境保全性に対する提案 
 

デザイン（昼間及び夜間における都市景観への配慮）、配置計画、緑化等について、具体的な考え方を記入

のこと。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  



 31

 

通し番号   ／１６ 

【様式24】 周辺環境配慮に対する提案 
 

日照阻害、テレビ電波障害、排気・廃熱、騒音・振動等の周辺に与える影響の低減について、具体的な考え

方を記入のこと。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  



 32

 

通し番号   ／１６ 

【様式25】 環境保全性（環境負荷低減性）に対する提案 
 

建設副産物の発生抑制・再資源化、人体に無害な材料の使用、資源循環に配慮した材料の使用、負荷の抑制、

自然エネルギーの利用について、具体的な考え方を記入のこと。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  



 33

 

通し番号   ／１６ 

【様式26】 機能性・快適性に対する提案 
 

室内環境性（採光）、バリアフリー、空気環境（換気）について、具体的な考え方を記入のこと。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  



 34

 

通し番号   ／１６ 

【様式27】 経済性に対する提案 
 

耐用性、フレキシビリティ、保全性（作業性／更新性）について、具体的な考え方を記入のこと。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  



 35

 

通し番号   ／１６ 

【様式28】 施設計画に対する提案 
 

部屋構成の効率性、各室の面積バランス、各室のつながりについて、具体的な考え方を記入のこと。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  



 36

 
通し番号   ／１６ 

【様式29】 施工品質の確保に対する提案 
 

品質保証の方法等について、具体的な考え方を記入のこと。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  



 37

 
通し番号   ／１６ 

【様式30】 施工計画に対する提案 
 

工程、工法の適切さについて、具体的な考え方を記入のこと。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  



 38

 

通し番号   ／１６ 

【様式31】 余剰地の創出に対する提案 
 

国有財産の有効利用の観点から、余剰地の位置・形状・面積及び当該余剰地の処分方法（売却または貸付）

について、具体的な考え方を記入のこと。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  



 39

 

通し番号   ／１６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 施設整備計画に係る提案書（図面集） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【様式32】 施設整備計画提案書（図面集）表紙 
 

 

 

登録受付番号  



 40 

 

通し番号   ／１６ 

【様式33】 計画概要 
 

 

※：原則として本様式を一枚使用のこと。 登録受付番号  



 41 

 

通し番号   ／１６ 

【様式34】 配置計画（１／５００） 
 

 

※：原則として本様式を一枚使用のこと。 登録受付番号  



 42 

 

通し番号   ／１６ 

【様式35】 透視図 
 

 

※：原則として本様式を一枚使用のこと。 登録受付番号  



 43 

 

通し番号   ／１６ 

【様式36】 平面図（１／５００） 
 

 

※：原則として本様式を一枚使用のこと。 登録受付番号  



 44 

 

通し番号   ／１６ 

【様式37】 立面図（１／５００） 
 

 

※：原則として本様式を一枚使用のこと。 登録受付番号  



 45 

 

通し番号   ／１６ 

【様式38】 断面図（１／５００）：斜線検討も記載すること。 
 

 

※：原則として本様式を一枚使用のこと。 登録受付番号  



 46 

 

通し番号   ／１６ 

【様式39】 各住戸平面図（１／１００） 
 

 

※：原則として本様式を一枚使用のこと。 登録受付番号  



 47 

 

通し番号   ／１６ 

【様式40】 外溝・緑地計画（１／５００）：余剰地を提案する場合には、位置・面積を記載すること。 
 

 

※：原則として本様式を一枚使用のこと。 登録受付番号  



 48 

 

通し番号   ／１６ 

【様式41】 面積表 
 

 

※：原則として本様式を一枚使用のこと。 登録受付番号  



 49 

 

通し番号   ／１６ 

【様式42】 仕上表 
 

 

※：原則として本様式を一枚使用のこと。 登録受付番号  



 50 

 

通し番号   ／１６ 

【様式43】 日影図（等時間日影・時刻日影） 
 

 

※：原則として本様式を一枚使用のこと。 登録受付番号  



 51

 

通し番号   ／１６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． 維持管理計画に係る提案書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【様式44】 維持管理計画提案書表紙 
 

 

 

 

登録受付番号  



 52

 

通し番号   ／１６ 

【様式45】 維持管理業務（一般管理業務）実施体制及び業務内容の妥当性に対する提案 
 

空き住宅等の維持管理業務、集会場等の管理、防火管理等の業務、居住者等の応接業務、退去時の原状回復

の調査・点検方法、修繕関連業務の実施方法、維持管理業務（一般管理業務）実施体制について、具体的な

考え方を記入のこと。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  



 53

 

通し番号   ／１６ 

【様式46】 保守点検業務実施体制及び業務内容の妥当性に対する提案 
 

昇降機、消防用設備等、給水設備等の保守点検業務実施体制等について、具体的な考え方を記入のこと。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  



 54

 

通し番号   ／１６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５． 附帯的事業に係る提案書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【様式47】 附帯的事業提案書表紙 
 

 

登録受付番号  



 55

 

通し番号   ／１６ 

【様式48】 附帯的事業に係る長期収支計画 
 

■損益計算書（単位：千円）
年度 計 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
営業損益
営業収入

営業費用

営業外損益
営業外収入

営業外費用

経常損益
課税対象額
法人税等

当期損益
累積損益

■資金計画（単位：千円）
年度 計 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
資金調達
当期利益（税引後）
その他

資金需要
当期損失（税引後）
投資

借入金返済

その他

税引前資金残高
法定準備金
法定準備金清算
内部留保金清算
配当
当期未処分金（内部留保金）

■残高・評価指標
年度 計 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
残高
借入金残高
法定準備金残高
内部留保金残高
評価指標
ＤＳＣＲ（各年）
ＬＬＣＲ  

※１：可能な範囲で詳細に記入し、項目の追加・削除・変更、附帯的事業に関する平成 23 年度以降の提案は適宜行うこと。 

※２：原則として一枚に記載すること（A3 綴じ込みとしても可）。 

※３：本様式は、Microsoft Excel を使用して作成し、その情報が保存されている 3.5 インチフロッピーディスクを提出するこ

と。 

 

 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  



 56

 

通し番号   ／１６ 

【様式49】 算出根拠（附帯的事業に係る長期収支計画） 
 

項目 見積金額（収入金額） 算出根拠 支出の前提条件 備考
設計・建設費 円
設計費 円

円
建設費 円

円
維持管理費（維持管理期間の合計） 円

円
その他費用 円

円  

※１：可能な範囲で詳細に記入し、項目の追加・削除・変更は適宜行うこと。 

※２：「収支の前提条件」には、収支計画の前提条件（附帯的事業に係る事業計画を作成するにあたっての収入・支出の考え方

など）を記入すること。 

※３：本様式は、Microsoft Excel を使用して作成し、その情報が保存されている 3.5 インチフロッピーディスクを提出するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  



 57

 

通し番号   ／１６ 

【様式50】 事業計画に対する提案① 
 

提案する施設内容について、具体的な考え方を記入のこと。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  



 58

 

通し番号   ／１６ 

【様式51】 事業計画に対する提案② 
 

整備方針との整合、公務員宿舎とのリスクの分離、事業の安定性確保に対する実施体制等について、具体的

な考え方を記入のこと。 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  



 59

 

通し番号   ／１６ 

【様式52】 事業規模に対する提案 
 

附帯的事業に供される敷地面積について、具体的な面積・考え方を記入のこと。 

 

面積：     ㎡ 

 

 枚目／ 枚中  登録受付番号  

 


